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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈折力を有する第２レンズ
群と、正の屈折力を有する第３レンズ群とからなり、前記各レンズ群の間隔を変化させて
変倍を行うズームレンズにおいて、
　前記第１レンズ群が、物体側から順に、像側に凹面を向けた負の屈折力を有する第１レ
ンズと、正の屈折力を有する非球面プラスチックレンズの第２レンズとからなり、
　前記第２レンズ群が、物体側から順に、両凸形状の正の屈折力を有する第３レンズおよ
び両凹形状の負の屈折力を有する第４レンズから構成される接合レンズと、物体側に凸面
を向けたメニスカス形状の第５レンズとからなり、
　前記第３レンズ群が、正の屈折力を有する単レンズの第６レンズからなり、
　下記条件式（１）、（７Ａ）を満足することを特徴とするズームレンズ。
　　　１．１０＜ｆＧ２／ｆｗ＜１．３３　…　（１）
　　　（Ｎｄ３＋Ｎｄ４）／２≧１．８４５５４５　…　（７Ａ）
ただし、
ｆＧ２：前記第２レンズ群の焦点距離
ｆｗ：広角端における全系の焦点距離
Ｎｄ３：前記第３レンズのｄ線に対する屈折率
Ｎｄ４：前記第４レンズのｄ線に対する屈折率
【請求項２】
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　下記条件式（２）を満足することを特徴とする請求項１記載のズームレンズ。
　　　－２．０＜ｆＧ１／ｆｗ＜－１．５　…　（２）
ただし、
ｆＧ１：前記第１レンズ群の焦点距離
【請求項３】
　下記条件式（３）を満足することを特徴とする請求項１または２記載のズームレンズ。
　　　（ＤＧ１＋ＤＧ２＋ＤＧ３）／ｆｗ＜１．３　…　（３）
ただし、
ＤＧ１：前記第１レンズ群における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
ＤＧ２：前記第２レンズ群における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
ＤＧ３：前記第３レンズ群における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
【請求項４】
　下記条件式（４）を満足することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項記載のズ
ームレンズ。
　　　Ｎｄ２≧１．６　…　（４）
ただし、
Ｎｄ２：前記第２レンズのｄ線に対する屈折率
【請求項５】
　下記条件式（５）を満足することを特徴とする請求項１から４のいずれか１項記載のズ
ームレンズ。
　　　νｄ２＜３０．０　…　（５）
ただし、
νｄ２：前記第２レンズのｄ線に対するアッベ数
【請求項６】
　下記条件式（６）を満足することを特徴とする請求項１から５のいずれか１項記載のズ
ームレンズ。
　　　２６＜νｄ１－νｄ２＜３５　…　（６）
ただし、
νｄ１：前記第１レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ２：前記第２レンズのｄ線に対するアッベ数
【請求項７】
　下記条件式（８）を満足することを特徴とする請求項１から６のいずれか１項記載のズ
ームレンズ。
　　　νｄ３－νｄ４＞１５．０　…　（８）
ただし、
νｄ３：前記第３レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ４：前記第４レンズのｄ線に対するアッベ数
【請求項８】
　前記第３レンズ群のみを光軸方向に移動することによりフォーカシングを行うことを特
徴とする請求項１から７のいずれか１項記載のズームレンズ。
【請求項９】
　請求項１から８のいずれか１項記載のズームレンズを備えたことを特徴とする撮像装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ズームレンズおよび撮像装置に関し、より詳しくは、ＣＣＤ（Ｃｈａｒｇｅ
　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ）やＣＭＯＳ（Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　Ｍｅｔａ
ｌ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）等の撮像素子を用いたデジタルカメラや
ビデオカメラ等に使用されるのに好適なズームレンズ、および該ズームレンズを備えた撮
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像装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、各種カメラにズームレンズが用いられている。その中でも３群ズームレンズはコ
ンパクト化を図り、かつ収差補正を良好にするという観点から広く用いられている。そし
て、近年急速に普及しつつあるデジタルカメラやビデオカメラにおいては、一般のカメラ
に用いられるものと同様にレンズの小型化、高画質化、低ディストーション化に加え、低
コスト化が望まれている。また、デジタルカメラやビデオカメラにおいては、オートフォ
ーカスが主流になっており、フォーカシングの高速化が望まれている。そのため、ズーム
レンズのフォーカシング方式としては、レンズ重量を軽くでき、なおかつカメラ本体側に
レンズが近く駆動が容易な、インナーフォーカスやリアーフォーカス方式が頻繁に使用さ
れている。このような方式には、レンズ群数を２群構成とするよりも３群構成とする方が
好適である。従来知られている３倍程度のズーム比をもつ小型の３群ズームレンズとして
は、例えば下記特許文献１～６に記載のものがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－３２１７４４号公報
【特許文献２】特開２００５－３３１６４１号公報
【特許文献３】特開２００６－１３９１６４号公報
【特許文献４】特開２００８－２３３８７１号公報
【特許文献５】特開２００８－２３３４９９号公報
【特許文献６】特開２０００－２６７００９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記分野のズームレンズに対する高性能化、小型化、低コスト化の要求
は年々厳しいものとなってきている。特許文献１、２に記載のズームレンズは、各レンズ
群の光軸方向の小型化が図られたコンパクトな構成であるが、非球面レンズにガラス材料
を使用しているため、高価になり、近年要望されている程度にまで低コスト化を図ること
は難しい。特許文献３～６に記載のズームレンズは、プラスチックレンズを多用している
ため低コスト化・軽量化という点では優れているが、近年要望されている程度の小型化に
対応するためにはまだ改良の余地がある。
【０００５】
　本発明は、上記事情に鑑みなされたものであり、小型化および低コスト化が図られ、高
い光学性能を実現可能なズームレンズ、および該ズームレンズを備えた撮像装置を提供す
ることを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明のズームレンズは、物体側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群と、正の
屈折力を有する第２レンズ群と、正の屈折力を有する第３レンズ群とからなり、前記各レ
ンズ群の間隔を変化させて変倍を行うズームレンズにおいて、第１レンズ群が、物体側か
ら順に、像側に凹面を向けた負の屈折力を有する第１レンズと、正の屈折力を有する非球
面プラスチックレンズの第２レンズとからなり、第２レンズ群が、物体側から順に、両凸
形状の正の屈折力を有する第３レンズおよび両凹形状の負の屈折力を有する第４レンズか
ら構成される接合レンズと、物体側に凸面を向けたメニスカス形状の第５レンズとからな
り、第３レンズ群が、正の屈折力を有する単レンズの第６レンズからなり、下記条件式（
１）、（７Ａ）を満足することを特徴とするものである。
　　　１．１０＜ｆＧ２／ｆｗ＜１．３３　…　（１）
　　　（Ｎｄ３＋Ｎｄ４）／２≧１．８４５５４５　…　（７Ａ）



(4) JP 5415298 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

ただし、
ｆＧ２：第２レンズ群の焦点距離
ｆｗ：広角端における全系の焦点距離
Ｎｄ３：第３レンズのｄ線に対する屈折率
Ｎｄ４：第４レンズのｄ線に対する屈折率
【０００７】
　なお、上記本発明のズームレンズにおける「像側に凹面を向けた負の屈折力を有する第
１レンズ」、「正の屈折力を有する～第２レンズ」、「両凸形状の正の屈折力を有する第
３レンズ」、「両凹形状の負の屈折力を有する第４レンズ」、「物体側に凸面を向けたメ
ニスカス形状の第５レンズ」、「正の屈折力を有する～第６レンズ」は、各レンズが非球
面レンズの場合は近軸領域におけるものとする。また、上記「単レンズ」は接合されてい
ない１枚のレンズという意味である。
【０００８】
　本発明のズームレンズにおいては、下記条件式（２）～（６）、（８）を満足すること
が好ましい。好ましい態様としては、下記条件式（２）～（６）、（８）のいずれか１つ
を満足するものでもよく、あるいは任意の２つ以上の組合せを満足するものでもよい。
　　　－２．０＜ｆＧ１／ｆｗ＜－１．５　…　（２）
　　　（ＤＧ１＋ＤＧ２＋ＤＧ３）／ｆｗ＜１．３　…　（３）
　　　Ｎｄ２≧１．６　…　（４）
　　　νｄ２＜３０．０　…　（５）
　　　２６＜νｄ１－νｄ２＜３５　…　（６）
　　　νｄ３－νｄ４＞１５．０　…　（８）
ただし、
ｆＧ１：第１レンズ群の焦点距離
ＤＧ１：第１レンズ群における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
ＤＧ２：第２レンズ群における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
ＤＧ３：第３レンズ群における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
Ｎｄ２：第２レンズのｄ線に対する屈折率
νｄ１：第１レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ２：第２レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ３：第３レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ４：第４レンズのｄ線に対するアッベ数
【０００９】
　また、本発明のズームレンズにおいては、第３レンズ群のみを光軸方向に移動すること
によりフォーカシングを行うように構成することが好ましい。
【００１０】
　本発明の撮像装置は、上記記載の本発明のズームレンズを備えたことを特徴とするもの
である。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、３つのレンズ群からなり、各レンズ群中の各レンズのパワーおよび形
状等を好適に設定し、非球面プラスチックレンズとなるレンズを好適に設定し、条件式（
１）を満たすように第２レンズ群のパワーの範囲を好適に設定し、条件式（７Ａ）を満た
すように第２レンズ群中の接合レンズを構成するレンズの屈折率の範囲を好適に設定して
いるため、小型化および低コスト化を図りながら、高い光学性能を実現可能なズームレン
ズ、および該ズームレンズを備えた撮像装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施例１のズームレンズのレンズ構成を示す断面図であり、（Ａ）は広
角端、（Ｂ）は望遠端におけるものである
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【図２】本発明の実施例２のズームレンズのレンズ構成を示す断面図であり、（Ａ）は広
角端、（Ｂ）は望遠端におけるものである
【図３】本発明の実施例３のズームレンズのレンズ構成を示す断面図であり、（Ａ）は広
角端、（Ｂ）は望遠端におけるものである
【図４】本発明の実施例４のズームレンズのレンズ構成を示す断面図であり、（Ａ）は広
角端、（Ｂ）は望遠端におけるものである
【図５】本発明の実施例５のズームレンズのレンズ構成を示す断面図であり、（Ａ）は広
角端、（Ｂ）は望遠端におけるものである
【図６】第２レンズの周辺部の形状を説明するための断面図である
【図７】図７（Ａ）～図７（Ｃ）は沈胴方式を説明するための図である
【図８】図８（Ａ）～図８（Ｌ）は本発明の実施例１のズームレンズの各収差図である
【図９】図９（Ａ）～図９（Ｌ）は本発明の実施例２のズームレンズの各収差図である
【図１０】図１０（Ａ）～図１０（Ｌ）は本発明の実施例３のズームレンズの各収差図で
ある
【図１１】図１１（Ａ）～図１１（Ｌ）は本発明の実施例４のズームレンズの各収差図で
ある
【図１２】図１２（Ａ）～図１２（Ｌ）は本発明の実施例５のズームレンズの各収差図で
ある
【図１３】本発明の実施形態にかかるデジタルカメラの斜視図である
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して詳細に説明する。図１～図５は、本発
明の実施形態にかかるズームレンズの構成例を示す断面図であり、それぞれ後述の実施例
１～５のズームレンズに対応している。図１～図５に示す例の基本的な構成は同様であり
、図示方法も同様であるため、ここでは主に図１を参照しながら、本発明の実施形態にか
かるズームレンズについて説明する。
【００１４】
　図１では図の左側が物体側、右側が像側であり、図１（Ａ）は広角端におけるレンズ配
置を示し、図１（Ｂ）には望遠端におけるレンズ配置を示し、これらの間には変倍に伴う
各レンズ群の移動軌跡を模式的に実線で示してある。
【００１５】
　本実施形態のズームレンズは、光軸Ｚに沿って、物体側から順に、負の屈折力を有する
第１レンズ群Ｇ１と、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２と、正の屈折力を有する第３
レンズ群Ｇ３とが配列された３群ズーム構成であり、各レンズ群の間隔を変化させて変倍
を行うものである。図１に示す例では、開口絞りＳｔは第２レンズ群Ｇ２の物体側に配置
されており、変倍時には第２レンズ群Ｇ２とともに移動する。図１に示す開口絞りＳｔは
大きさや形状を表すものではなく、光軸上での位置を示すものである。
【００１６】
　また、図１では、ズームレンズが撮像装置に適用される場合を考慮して、第３レンズ群
Ｇ３の像側に配置される平行平板状の光学部材ＰＰも合わせて示している。この光学部材
ＰＰは、カバーガラスや、撮像装置の使用に応じて適宜選択されるローパスフィルタや赤
外線カットフィルタ等の各種フィルタを想定したものである。図１に示す例では、本ズー
ムレンズの像面の位置は光学部材ＰＰの像側の面の位置に一致するように配置されている
。
【００１７】
　なお、図１中の符号Ｒｉ（ｉ＝１、２、３、…）は、各レンズ、開口絞りＳｔ、光学部
材ＰＰを含めた各構成要素の面の曲率半径を示し、符号Ｄｉ（ｉ＝１、２、３、…）は面
間隔を示すものである。
【００１８】
　第１レンズ群Ｇ１は、像側に凹面を向けた負の屈折力を有する第１レンズＬ１と、正の
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屈折力を有する非球面プラスチックレンズの第２レンズＬ２とからなる。第２レンズ群Ｇ
２は、両凸形状の正の屈折力を有する第３レンズＬ３および両凹形状の負の屈折力を有す
る第４レンズＬ４から構成される接合レンズと、物体側に凸面を向けたメニスカス形状の
第５レンズＬ５とからなる。第３レンズ群Ｇ３は、正の屈折力を有する単レンズの第６レ
ンズＬ６からなる。
【００１９】
　図１に示す例のズームレンズは、第１レンズＬ１が平凹レンズであり、第２レンズＬ２
が物体側に凸面を向けた正メニスカスレンズであり、第５レンズＬ５が負メニスカスレン
ズであり、第６レンズＬ６が像側に凸面を向けた正メニスカスレンズである。第１レンズ
Ｌ１を平凹形状とすることで低コストに製作できるが、第１レンズＬ１は両凹形状として
もよく、両凹形状とした場合には平凹形状に比べて負のパワーを強くすることができ収差
補正上有利となる。
【００２０】
　最も物体側に配置される第１レンズ群Ｇ１は、他のレンズ群に比べてレンズ外径が大き
くなるため、ガラスレンズよりもプラスチックレンズを用いると低コスト化および軽量化
の効果が大きい。しかし、最も物体側の第１レンズＬ１をプラスチックレンズとすると、
プラスチックはガラスに比べて耐候性が弱いため、耐候性の点で不安要因が生じることに
なる。これを解決するには第１レンズＬ１のさらに物体側にカバーガラス等の保護部材を
装着することが好ましいが、そうすると高コストになる。このような事情から、第１レン
ズ群Ｇ１中のプラスチックレンズとしては、第２レンズＬ２が好適である。
【００２１】
　プラスチックは成型の自由度が高いため、プラスチックレンズに非球面形状を施すこと
が好ましく、本実施形態のズームレンズでは、第２レンズＬ２を非球面プラスチックレン
ズとしている。非球面は第２レンズＬ２のいずれか一方の面のみに形成してもよいが、両
方の面に形成した方が収差補正上より有利となる。正レンズの第２レンズＬ２は、負レン
ズの第１レンズＬ１で発散された光線の屈折角を抑えて諸収差の発生を抑制するように機
能するものであるから、第２レンズＬ２を非球面レンズとすることで諸収差を良好に補正
でき、高い光学性能を実現することができる。
【００２２】
　また、第２レンズＬ２をプラスチックとすることで、第２レンズＬ２の有効径外の周辺
部を図６に示すような平面を有する形状に成型することが容易になる。第１レンズＬ１の
像側の面は凹面であることから、第１レンズＬ１の像側の面の有効径外の周辺部は、一般
に図６に示すような平面１ａを有する形状となる。そこで、第２レンズＬ２の物体側の面
の有効径外の周辺部が、第１レンズＬ１の平面１ａと接するような、平面２ａを有する形
状とすれば、第１レンズＧ１を構成する２つのレンズの光軸合わせを行う際の労力を低減
することができ、さらに組み立て精度を向上させることができる。
【００２３】
　第２レンズＬ２の材質をプラスチックとすることで、結像に関係する光線が通過するレ
ンズ面の形状だけでなく、レンズの組み立てに関係するレンズ外形も所望の形状にするこ
とが容易になり、結果として低コストで作製することができる。
【００２４】
　なお、第１レンズＬ１の平面１ａと第２レンズＬ２の平面２ａは必ずしも双方の全面が
接する構成とする必要はなく、部分的に接する構成でもよい。あるいは、第１レンズＬ１
の平面１ａと第２レンズＬ２の平面２ａは直接接しなくてもよく、例えば平面１ａと平面
２ａとの間に平行平板または薄膜等の平行平面部材を配置し、この平行平面部材を介して
間接的に接するようにしてもよい。このような平行平面部材の材質としては例えば、マイ
ラを用いることができる。さらに、遮光性を有する部材でこの平行平面部材を構成すれば
、ゴースト光を遮光する機能も兼備させることができる。
【００２５】
　なお、図６では第１レンズＬ１の平面１ａと第２レンズＬ２の平面２ａは、光軸Ｚに略
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垂直な面としているが、必ずしもこれに限定されない。また、図６では、第１レンズＬ１
の物体側の面の有効径外の周辺部と第２レンズＬ２の像側の面の有効径外の周辺部も平面
を有する形状としているが、これらの部分は必ずしもこの形状に限定されない。
【００２６】
　本ズームレンズでは、第３レンズＬ３を両凸形状、第４レンズＬ４を両凹形状としてい
る。これにより、第３レンズＬ３、第４レンズＬ４それぞれに強い正パワー、強い負パワ
ーを持たせることができるので、収差補正上有利であるとともに、レンズ枚数の削減にも
貢献することができる。
【００２７】
　第３レンズＬ３、第４レンズＬ４を接合することで、色収差を良好に補正できるととも
に、第３レンズＬ３と第４レンズＬ４の相対的な偏芯量を低減して球面収差の変動を抑制
し、安価に高い光学性能を確保することができる。さらに、第３レンズＬ３と第４レンズ
Ｌ４を接合レンズにすることにより、両者の空気間隔を０にして、光学系の光軸方向の厚
みを薄くして、小型化に寄与することができる。
【００２８】
　上記の基本的なレンズ構成に加え、本実施形態のズームレンズは、下記条件式（１）を
満足するように構成されている。
　　　１．１０＜ｆＧ２／ｆｗ＜１．３３　…　（１）
ただし、
ｆＧ２：第２レンズ群Ｇ２の焦点距離
ｆｗ：広角端における全系の焦点距離
【００２９】
　条件式（１）は、第２レンズ群Ｇ２のパワーに関するものである。条件式（１）の下限
を下回るほど第２レンズ群Ｇ２のパワーが強くなると、変倍時の収差変動が大きくなり、
良好な光学性能を保つことが難しくなる。条件式（１）の上限を上回るほど第２レンズ群
Ｇ２のパワーが弱くなると、変倍時の第２レンズ群Ｇ２の移動量が大きくなり、光学系全
体の小型化を図る上で不利となる。
【００３０】
　なお、下記条件式（１－２）を満足することがより好ましく、条件式（１－２）を満足
した場合には、より良好な光学性能を有し、より小型化を図ることが可能になる。
　　　１．２５＜ｆＧ２／ｆｗ≦１．３２　…　（１－２）
【００３１】
　下記条件式（１－３）を満足することがさらにより好ましく、条件式（１－３）を満足
した場合には、条件式（１－２）を満足した場合よりもさらに良好な光学性能を有するこ
とが可能になる。
　　　１．３＜ｆＧ２／ｆｗ≦１．３２　…　（１－３）
【００３２】
　本発明の実施形態にかかるズームレンズは、以下に述べる構成を有することが好ましい
。好ましい態様としては、以下のいずれか１つの構成を有するものでもよく、あるいは任
意の２つ以上の組合せを有するものでもよい。
【００３３】
　下記条件式（２）を満足することが好ましい。
　　　－２．０＜ｆＧ１／ｆｗ＜－１．５　…　（２）
ただし、
ｆＧ１：第１レンズ群Ｇ１の焦点距離
ｆｗ：広角端における全系の焦点距離
【００３４】
　条件式（２）は、第１レンズ群Ｇ１のパワーに関するものである。条件式（２）の下限
を下回るほど第１レンズ群Ｇ１のパワーが弱くなると、変倍時の第１レンズ群Ｇ１の移動
量が大きくなり、光学系全体の小型化を図る上で不利となる。条件式（２）の上限を上回
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るほど第１レンズ群Ｇ１のパワーが強くなると、変倍時の収差変動が大きくなり、良好な
光学性能を保つことが難しくなる。
【００３５】
　なお、下記条件式（２－２）を満足することがより好ましく、条件式（２－２）を満足
した場合には、より小型化を図ることが可能になる。
　　　－１．８＜ｆＧ１／ｆｗ＜－１．５　…　（２－２）
【００３６】
　下記条件式（２－３）を満足することがさらにより好ましく、条件式（２－３）を満足
した場合には、条件式（２－２）を満足した場合よりもさらに良好な光学性能を有するこ
とが可能になる。
　　　－１．８＜ｆＧ１／ｆｗ＜－１．６　…　（２－３）
【００３７】
　下記条件式（３）を満足することが好ましい。
　　　（ＤＧ１＋ＤＧ２＋ＤＧ３）／ｆｗ＜１．３　…　（３）
ただし、
ＤＧ１：第１レンズ群Ｇ１における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
ＤＧ２：第２レンズ群Ｇ２における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
ＤＧ３：第３レンズ群Ｇ３における最も物体側の面から最も像側の面までの光軸上の距離
ｆｗ：広角端における全系の焦点距離
【００３８】
　条件式（３）は、各レンズ群の厚み（光軸方向の長さ）に関するものである。条件式（
３）を満たすように構成することで、レンズ系を撮像装置に沈胴収納した時のレンズ系の
光軸方向の厚みを小さくでき、コンパクト化に貢献することができる。
【００３９】
　なお、下記条件式（３－２）を満足することがより好ましい。
　　　１．１＜（ＤＧ１＋ＤＧ２＋ＤＧ３）／ｆｗ＜１．２５　…　（３－２）
【００４０】
　条件式（３－２）の下限を下回るほど各レンズ群の厚みを薄くしようとすると、各レン
ズの曲率半径の絶対値を大きくしなければならず、それにより各レンズ群のパワーが小さ
くなってしまう。そのため、変倍時の各レンズ群の移動量が大きくなり、各レンズ群を移
動させるためのカム筒が長くなってしまい、沈胴時のレンズ系の光軸方向の全長が長くな
ってしまう。条件式（３－２）の上限を満足した場合には、条件式（３－２）の上限を満
足した場合よりもさらにコンパクト化に貢献することができる。
【００４１】
　下記条件式（４）を満足することが好ましい。
　　　Ｎｄ２≧１．６　…　（４）
ただし、
Ｎｄ２：第２レンズＬ２のｄ線に対する屈折率
【００４２】
　条件式（４）は、第２レンズＬ２の材質の屈折率に関するものである。第２レンズＬ２
の材質に条件式（４）を満たすような比較的屈折率が高い材質を選択することで、レンズ
の曲率半径の絶対値が小さくなりすぎるのを防止でき、収差の発生量を抑制することがで
きる。
【００４３】
　下記条件式（５）を満足することが好ましい。
　　　νｄ２＜３０．０　…　（５）
ただし、
νｄ２：第２レンズＬ２のｄ線に対するアッベ数
【００４４】
　条件式（５）は、第２レンズＬ２の材質のアッベ数に関するものである。第２レンズＬ
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２の材質に条件式（５）を満たすような分散の大きな材質を選択することで、第２レンズ
の材質をプラスチックとした場合でも、色収差のバランスをとることが容易になり、色収
差を良好に補正することができる。
【００４５】
　なお、下記条件式（５－２）を満足することがより好ましい。条件式（５－２）を満足
した場合には、さらに色収差を良好に補正することができる。
　　　νｄ２＜２８　…　（５－２）
【００４６】
　下記条件式（６）を満足することが好ましい。
　　　２６＜νｄ１－νｄ２＜３５　…　（６）
ただし、
νｄ１：第１レンズＬ１のｄ線に対するアッベ数
νｄ２：第２レンズＬ２のｄ線に対するアッベ数
【００４７】
　条件式（６）は、第１レンズ群Ｇ１を構成する負レンズ、正レンズの２つレンズの材質
のアッベ数に関するものである。これら２つのレンズの材質を条件式（６）を満たすよう
に選択することで、第２レンズの材質をプラスチックとした場合でも、色収差を良好に補
正することができる。
【００４８】
　なお、下記条件式（６－２）を満足することがより好ましい。条件式（６－２）を満足
した場合には、さらに色収差を良好に補正することができる。
　　　２７＜νｄ１－νｄ２＜３３　…　（６－２）
【００４９】
　下記条件式（７）を満足することが好ましい。
　　　（Ｎｄ３＋Ｎｄ４）／２＞１．８０　…　（７）
ただし、
Ｎｄ３：第３レンズＬ３のｄ線に対する屈折率
Ｎｄ４：第４レンズＬ４のｄ線に対する屈折率
【００５０】
　条件式（７）は、第２レンズ群Ｇ２中の接合レンズを構成するレンズの屈折率に関する
ものである。この接合レンズの材質を条件式（７）を満たすように選択することで、接合
レンズを構成するレンズの面の曲率半径の絶対値が小さくなりすぎるのを防止でき、第２
レンズ群Ｇ２の厚みを小さくでき、第２レンズ群Ｇ２の小型化に寄与することできる。
【００５１】
　下記条件式（８）を満足することが好ましい。
　　　νｄ３－νｄ４＞１５．０　…　（８）
ただし、
νｄ３：第３レンズＬ３のｄ線に対するアッベ数
νｄ４：第４レンズＬ４のｄ線に対するアッベ数
【００５２】
　条件式（８）は、第２レンズ群Ｇ２中の接合レンズを構成するレンズのアッベ数に関す
るものである。この接合レンズの材質を条件式（８）を満たすように選択することで、倍
率色収差を良好に補正することができる。
【００５３】
　本ズームレンズは、第２レンズＬ２以外のレンズも非球面レンズとして構成してもよい
。例えば、メニスカス形状である第５レンズＬ５を非球面レンズとすれば、良好に収差補
正することが可能になる。また、最も像面に近い第６レンズＬ６を非球面レンズとすれば
、テレセントリック性を向上させることが可能になる。
【００５４】
　本ズームレンズは、第３レンズ群Ｇ３のみを光軸方向に移動することによりフォーカシ



(10) JP 5415298 B2 2014.2.12

10

20

30

40

50

ングを行うように構成することが好ましい。第３レンズ群Ｇ３は単レンズ構成であること
から、フォーカシングの駆動機構の負荷を抑制でき、フォーカシングの高速化に寄与する
ことができる。
【００５５】
　第２レンズＬ２以外にも本ズームレンズを構成するレンズのうち１つあるいは複数のレ
ンズを、低コスト化のためにプラスチックレンズとしてもよい。例えば、非球面形状が形
成されるレンズは低コスト化のためにはプラスチックレンズとすることが好ましい。
【００５６】
　第３レンズ群Ｇ３のみでフォーカシングを行う場合には、第６レンズＬ６をプラスチッ
クレンズとすれば、フォーカシングレンズを軽量化することができ、よりいっそうフォー
カシングの高速化に寄与することができる。また、第５レンズＬ５は、本ズームレンズに
おいては比較的屈折率の低い材質を用いても収差補正上の問題はないことから、第５レン
ズＬ５をプラスチックレンズとして低コスト化を図ることが好ましい。
【００５７】
　しかし、本ズームレンズが例えば屋外等の厳しい環境において使用される場合には、最
も物体側に配置される第１レンズＬ１には、風雨による表面劣化、直射日光による温度変
化に強く、さらには油脂・洗剤等の化学薬品に強い材料、すなわち耐水性、耐候性、耐酸
性、耐薬品性等が高い材料を用いることが好ましい。また、第１レンズＬ１には、堅く、
割れにくい材質を用いることが要望されることがある。これらの要望を満たすことが重視
される場合は第１レンズＬ１の材質はガラスとすることが好ましく、または透明なセラミ
ックスを用いてもよい。
【００５８】
　本ズームレンズが厳しい環境において使用される場合には、保護用の多層膜コートが施
されることが好ましい。さらに、保護用コート以外にも、使用時のゴースト光低減等のた
めの反射防止コート膜を施すようにしてもよい。
【００５９】
　なお、図１に示す例では、レンズ系と結像面との間に光学部材ＰＰを配置した例を示し
たが、ローパスフィルタや特定の波長域をカットするような各種フィルタ等を配置する代
わりに、各レンズの間にこれらの各種フィルタを配置してもよく、あるいは、いずれかの
レンズのレンズ面に、各種フィルタと同様の作用を有するコートを施してもよい。
【００６０】
　ズームレンズを沈胴させる方式としては、各レンズ群の間隔を狭めるように光軸Ｚに沿
って各レンズ群を移動させる方式が一般的であるが、他の方式を用いてもよく、例えば、
レンズ系を構成する一部のレンズを光軸Ｚ上から外して収納する方式を用いてもよい。
【００６１】
　沈胴方式の例について図７（Ａ）～図７（Ｃ）を参照しながら説明する。図７（Ａ）は
撮影時の各レンズ群の一配置例である。図７（Ｂ）は、上記の一般的な方式を用いたとき
の沈胴時の各レンズ群の配置例である。図７（Ｂ）に示す例の方式では、沈胴させる際に
、矢印に示すように光軸Ｚに沿った方向に第１レンズ群Ｇ１～第３レンズ群Ｇ３を移動さ
せる。
【００６２】
　これに対して、図７（Ｃ）は、第２レンズ群Ｇ２のみを光軸Ｚ上から外して収納する方
式を用いたときの沈胴時の各レンズ群の配置例である。図７（Ｃ）に示す例の方式では、
沈胴させる際に、Ｇ２という符号を付した矢印で示すように第２レンズ群Ｇ２のみを光軸
Ｚと異なる方向に移動させ、Ｇ１、Ｇ３という符号を付した矢印で示すように第１レンズ
群Ｇ１と第３レンズ群Ｇ３は光軸Ｚに沿った方向に移動させる。
【００６３】
　図７（Ｃ）の方式によれば、沈胴時には光軸Ｚに垂直な方向において第２レンズ群Ｇ２
を第３レンズ群Ｇ３と並列するような位置に退避させることが可能なため、沈胴時の光軸
Ｚ方向の厚みを小さくすることができる。なお、光軸Ｚ上から外して収納する一部のレン
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ズは必ずしも第２レンズ群Ｇ２に限定されないが、本実施形態のような構成のズームレン
ズにおいては、全系の各構成要素の厚みを考慮すると第２レンズ群Ｇ２に適用することが
好ましい。
【００６４】
　次に、本発明のズームレンズの数値実施例について説明する。実施例１～実施例５のズ
ームレンズのレンズ断面図はそれぞれ図１～図５に示したものである。
【００６５】
　実施例１のズームレンズのレンズデータを表１に、非球面データを表２に、変倍に関す
るデータを表３に示す。同様に、実施例２～５のズームレンズのレンズデータ、非球面デ
ータ、変倍に関するデータをそれぞれ表４～表１５に示す。以下では表中の記号の意味に
ついて、実施例１を例にとり説明するが、実施例２～５のものについても基本的に同様で
ある。
【００６６】
　表１のレンズデータにおいて、Ｓｉの欄には最も物体側の構成要素の面を１番目として
像側に向かうに従い順次増加するｉ番目（ｉ＝１、２、３、…）の面番号を示し、Ｒｉの
欄にはｉ番目の面の曲率半径を示し、Ｄｉの欄にはｉ番目の面とｉ＋１番目の面との光軸
Ｚ上の面間隔を示している。また、Ｎｄｊの欄には最も物体側のレンズを１番目として像
側に向かうに従い順次増加するｊ番目（ｊ＝１、２、３、…）のレンズのｄ線（波長５８
７．６ｎｍ）に対する屈折率を示し、νｄｊの欄にはｊ番目のレンズのｄ線に対するアッ
ベ数を示している。
【００６７】
　なお、曲率半径の符号は、物体側に凸の場合を正、像側に凸の場合を負としている。レ
ンズデータには、開口絞りＳｔおよび光学部材ＰＰも含めて示している。各実施例におい
て、レンズデータの表のＲｉ、Ｄｉ（ｉ＝１、２、３、…）は、レンズ断面図の符号Ｒｉ
、Ｄｉと対応している。また、表１の下に広角端から望遠端まで変倍するときの焦点距離
ｆ（ｍｍ）、Ｆｎｏ．および全画角２ω（度）の値の範囲を示す。
【００６８】
　表１のレンズデータでは、非球面は面番号に＊印を付しており、非球面の曲率半径とし
て近軸の曲率半径の数値を示している。表２の非球面データは、これら非球面に関する非
球面係数を示すものである。表２の非球面データの数値の「Ｅ－ｎ」（ｎ：整数）は「×
１０－ｎ」を意味し、「Ｅ＋ｎ」は「×１０ｎ」を意味する。非球面係数は、下式で表さ
れる非球面式における各係数ＫＡ、Ａｍ（ｍ＝３、４、５、…）の値である。
Ｚｄ＝Ｃ・ｈ２／｛１＋（１－ＫＡ・Ｃ２・ｈ２）１/２｝＋ΣＡｍ・ｈｍ

ただし、
Ｚｄ：非球面深さ（高さｈの非球面上の点から、非球面頂点が接する光軸に垂直な平面に
下ろした垂線の長さ）
ｈ：高さ（光軸からのレンズ面までの距離）
Ｃ：近軸曲率
ＫＡ、Ａｍ：非球面係数（ｍ＝３、４、５、…）
【００６９】
　表１のレンズデータにおいて、変倍時に間隔が変化する面間隔の欄にはそれぞれ変化ｄ
４、変化ｄ１０、変化ｄ１２と記載している。変化ｄ４は第１レンズ群Ｇ１と開口絞りＳ
ｔとの間隔であり、変化ｄ１０は第２レンズ群Ｇ２と第３レンズ群Ｇ３との間隔であり、
変化ｄ１２は第３レンズ群Ｇ３と光学部材ＰＰとの間隔である。
【００７０】
　表３の変倍に関するデータに、広角端、中間、望遠端における、全系の焦点距離である
ｆ、変化ｄ４、変化ｄ１０、変化ｄ１２の値を示す。ここでは、レンズデータおよび変倍
に関するデータにおける角度の単位としては度を用い、長さの単位としてはｍｍを用いて
いるが、光学系は比例拡大又は比例縮小しても同等の光学性能が得られるので、他の適当
な単位を用いることもできる。なお、下記各表では、所定の桁でまるめた数値を記載して
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いる。
【００７１】
【表１】

【００７２】
【表２】

【００７３】
【表３】

【００７４】
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【表４】

【００７５】
【表５】

【００７６】

【表６】

【００７７】
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【表７】

【００７８】
【表８】

【００７９】

【表９】

【００８０】
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【表１０】

【００８１】
【表１１】

【００８２】

【表１２】

【００８３】
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【表１３】

【００８４】
【表１４】

【００８５】

【表１５】

【００８６】
　実施例１～５のズームレンズ全て、第２レンズＬ２、第５レンズＬ５、第６レンズＬ６
の材質としてプラスチックを用いている。全系を構成するレンズのうちの半分のレンズを
プラスチックレンズとしているため、低コストで作製することが可能である。
【００８７】
　上記実施例１～５のズームレンズにおける上記条件式（１）～（８）に対応する値を表
１６に示す。実施例１～５では、ｄ線を基準波長としており、表１６にはこの基準波長に
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おける各値を示す。表１６からわかるように、実施例１～５全て条件式（１）～（８）を
満足している。
【００８８】
【表１６】

【００８９】
　図８（Ａ）～図８（Ｄ）にそれぞれ、実施例１のズームレンズの広角端における球面収
差、非点収差、ディストーション（歪曲収差）、倍率色収差（倍率の色収差）の各収差図
を示し、図８（Ｅ）～図８（Ｈ）にそれぞれ実施例１のズームレンズの中間における球面
収差、非点収差、ディストーション、倍率色収差の各収差図を示し、図８（Ｉ）～図８（
Ｌ）にそれぞれ実施例１のズームレンズの望遠端における球面収差、非点収差、ディスト
ーション、倍率色収差の各収差図を示す。
【００９０】
　球面収差図では、波長５８７．６ｎｍ、波長４６０．０ｎｍ、波長６１５．０ｎｍに関
する収差をそれぞれ実線、一点鎖線、二点鎖線で示している。非点収差図ではサジタル方
向、タンジェンシャル方向に関する収差をそれぞれ実線、破線で示している。ディストー
ションの図では、波長５８７．６ｎｍに関する収差を実線で示している。倍率色収差図で
は、波長４６０．０ｎｍ、波長６１５．０ｎｍに関する収差をそれぞれ一点鎖線、二点鎖
線で示している。球面収差図のＦｎｏ．はＦナンバー、その他の収差図のωは半画角を意
味する。
【００９１】
　また同様に、実施例２～５のズームレンズそれぞれの各収差図を図９（Ａ）～図９（Ｌ
）、図１０（Ａ）～図１０（Ｌ）、図１１（Ａ）～図１１（Ｌ）、図１２（Ａ）～図１２
（Ｌ）に示す。
【００９２】
　以上の説明およびデータからわかるように、実施例１～５のズームレンズは、６枚とい
う少ないレンズ枚数からなり、３倍程度のズーム比を有し、低コスト化が図られていると
ともに、沈胴時の光軸方向の厚みが小さくコンパクトな構成でありながら、各収差が良好
に補正されて高い光学性能を有している。
【００９３】
　次に、本発明の撮像装置の実施形態について説明する。図１３は、本発明の撮像装置の
一実施形態であるデジタルカメラ１０の斜視図である。図１３に示すように、デジタルカ
メラ１０は、カメラボディ１１の正面に、本発明の実施形態にかかるズームレンズ１２と
、ファインダの対物窓１３と、被写体に閃光を発光するための閃光発光装置１４が設けら
れている。また、カメラボディ１１の上面にはシャッタボタン１５と、ズームレバー１６
が設けられ、カメラボディ１１の内部にはズームレンズ１２によって結像された被写体の
像を撮像するＣＣＤやＣＭＯＳ等の撮像素子１７が配置されている。
【００９４】
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　ズームレンズ１２は、その光軸方向がカメラボディ１１の厚み方向に一致するように配
設されている。上述したように、本実施形態のズームレンズ１２は十分な小型化が図られ
ているため、カメラボディ１１本体にズームレンズ１２を沈胴収納したときの光学系の光
軸方向の全長は短くなり、デジタルカメラ１０の厚みを薄く構成することができる。また
、本実施形態のズームレンズ１２は低コストに作製可能で高い光学性能を有するため、デ
ジタルカメラ１０も低コストに製造可能であり、高画質の画像を得ることが可能である。
【００９５】
　以上、実施の形態および実施例を挙げて本発明を説明したが、本発明は上記実施の形態
および実施例に限定されず、種々の変形が可能である。例えば、各レンズ成分の曲率半径
、面間隔、屈折率、アッベ数、非球面係数の値は、上記各数値実施例で示した値に限定さ
れず、他の値をとり得るものである。
【００９６】
　また、撮像装置の実施形態では、デジタルカメラを例に挙げ図を示して説明したが、本
発明の撮像装置はこれに限定されるものではなく、例えば、ビデオカメラ等の別の撮像装
置に本発明を適用することも可能である。
【符号の説明】
【００９７】
　　１ａ、２ａ　　平面
　　１０　　デジタルカメラ
　　１１　　カメラボディ
　　１２　　ズームレンズ
　　１３　　対物窓
　　１４　　閃光発光装置
　　１５　　シャッタボタン
　　１６　　ズームレバー
　　１７　　撮像素子
　　Ｇ１　　第１レンズ群
　　Ｇ２　　第２レンズ群
　　Ｇ３　　第３レンズ群
　　Ｌ１　　第１レンズ
　　Ｌ２　　第２レンズ
　　Ｌ３　　第３レンズ
　　Ｌ４　　第４レンズ
　　Ｌ５　　第５レンズ
　　Ｌ６　　第６レンズ
　　ＰＰ　　光学部材
　　Ｓｔ　　開口絞り
　　Ｚ　　光軸
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図１１】 【図１２】
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